
１．評価調書【今後の取り組み】の改善状況

今
後
の
改
善
・
対
応

今後の改善・対応方針等

工
程

実施事項 年度 年度年度 年度

【今後の取り組み】

③

　効率的な財団経営が行われるよう，会員のニーズに応じた事務事業への内容の見直しや評価を継続的に行う。

改善・対応区分 既に改善・対応済み 今後（引き続き）改善・対応予定

これまでの改善・対応内容

　国庫補助終了の平成20年度からの事業内容について，19年度に役員・評議員と
意見交換のうえ，事業内容見直しを決定した。見直した事業内容について，会報を
通じ会員へ広報を行なった。

プロパー職員採用の検討 検討

年度 年度

　平成19年度より，市からの派遣職員（係長）１名を引揚げ，２名から１名にした。
　プロパー職員１名の採用を予定したが，見送った。

今
後
の
改
善
・
対
応

今後の改善・対応方針等

　プロパー職員１名以上の採用を検討する。

工
程

実施事項 20 年度 年度

【今後の取り組み】

②

　財団のプロパー職員を計画的に採用し人材育成を積極的に図る中で，財団としての自立化を推し進める。

改善・対応区分 既に改善・対応済み 今後（引き続き）改善・対応予定

これまでの改善・対応内容

年度 30 年度

会員拡大 14,555人 15,555人 16,055人 20,055人

今
後
の
改
善
・
対
応

今後の改善・対応方針等

　平成21年度までは，年1,000人ずつの増加，22年度以降は500人ずつの増加を目
指し，30年度会員数20,055人を目標とする。

工
程

実施事項 20 年度 21 年度 22

【今後の取り組み】

①

　平成１９年度をもって国庫補助金が打ち切りになることから，今後も会員加入推進員による会員拡大の推進を図り，財
団としての固定的収入の確保に努める。

改善・対応区分 既に改善・対応済み 今後（引き続き）改善・対応予定

これまでの改善・対応内容

月平均会員数（各年度目標月平均会員数）
　平成17年度11,555人（12,000人），平成18年度12,723人（12,400人），
平成19年度13,604人（13,555人）と２年続けて目標を上回った。

外郭団体評価　改善状況報告調書（平成１９年度評価分）

団体名 財団法人新潟市勤労者福祉サービスセンター
所管課

　商工労働課
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２．評価調書【総合評価】における「今後の取り組みに対する評価，改善指示事項」の改善状況

年度 年度

今
後
の
改
善
・
対
応

今後の改善・対応方針等

工
程

実施事項 年度 年度

加入推進員による事業所訪問・
広報活動

実施

これまでの改善・対応内容

　平成２０年１２月より公益法人改革３法が全面施行されるため，新制度に関する情
報の収集に努めた。
　その上で役員の構成については，公益法人改革３法の全面施行により，新制度に
適合した機関を検討することとなるため，その際に考慮することとした。

【総合評価】今後の取り組みに対する評価，改善指示事項
　会員のニーズの把握，ニーズに合った事業の実施のためには，中小企業の経営者や従業員を役員に登用することにつ
いて検討されたい。

改善・対応区分 既に改善・対応済み 今後（引き続き）改善・対応予定

年度

協定施設の拡充 実施

年度 22 23

これまでの改善・対応内容

　平成１９年度は，新たに13施設と優待施設協定を結んだ。

今
後
の
改
善
・
対
応

今後の改善・対応方針等

　会員の利便性を向上させるため，協定施設の拡充を図る。
　加入推進員の事業所訪問による広報・会員加入活動を今後も行なう。

工
程

実施事項 20 年度 21

【総合評価】今後の取り組みに対する評価，改善指示事項
　会員の拡大に向けてはさらに優待利用可能な施設の拡充などによるサービスの充実，中小企業への啓発活動の強化が
必要である。

改善・対応区分 既に改善・対応済み 今後（引き続き）改善・対応予定

年度

年度 年度

　平成１９年度をもって国庫補助金が終了したが，市は中小企業勤労者の福利厚生
の充実を図るため，今後も財政的，人的支援及び会員加入推進等に協力する中で
財団の自立化を促していく。

今
後
の
改
善
・
対
応

今後の改善・対応方針等

工
程

実施事項 年度 年度

【今後の取り組み】

④

　市は，国庫補助金打ち切り後のサービスセンターへの補助金を含めた支援策についての考え方を明確にする。

改善・対応区分 既に改善・対応済み 今後（引き続き）改善・対応予定

これまでの改善・対応内容
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